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・ 消費者ニーズに対応した質の高い食料を供給するとともに、国民に対する食料の安定的な供給を将来にわたって確保し
ていくためには、国内の食料供給をめぐる諸問題を解決し、国内農業の体質強化を図っていくことが喫緊の課題である。
・ このため、水田作・畑作といった土地利用型農業を中心に、経営感覚に優れた担い手に施策を集中し、構造改革を加速化
することが重要であるが、併せて、生産から流通にわたる食料供給コスト縮減に向けた強力な取組により、国内農業、食品
産業を通じて、グローバル化に対応した体質強化を図っていく必要がある。

国
内
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業
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Ⅰ 国内農業の体質強化に向けた食料供給コストの縮減

農産物貿易のグローバル化
が進展する中で

・農業の経営規模拡大の遅れ

・農業者の高齢化による生産
構造のぜい弱化

・食料供給の各段階における
コスト縮減の遅れによる国内
産品のシェア低下

農産物貿易のグローバル化
が進展する中で

・農業の経営規模拡大の遅れ

・農業者の高齢化による生産
構造のぜい弱化

・食料供給の各段階における
コスト縮減の遅れによる国内
産品のシェア低下

食料・農業を
取り巻く状況

担い手の育成担い手の育成･･確保確保

農地の利用集積農地の利用集積

農業の構造改革農業の構造改革

食料供給コストの縮減食料供給コストの縮減

物流コスト改革物流コスト改革

低廉な生産資材の供給と低廉な生産資材の供給と
効率利用の推進効率利用の推進

規模拡大による効率化・規模拡大による効率化・
技術開発による省力化技術開発による省力化
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国民に対する
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消費者ニーズ
に対応した質
の高い食料
の提供



原料食料
（輸入）

資料：総務省他９府省庁「産業連関表」（平成12年）を基に農林
水産省が試算

290(1%)

注１ ：ラウンドの関係で計が一致しないことがある。

注２：円グラフの経費等には利潤（又は損失）が含まれる。
注３：生鮮農産物等（国内生産）には集出荷経費も含まれる。

Ⅱ 食料供給コストの構造と基本的考え方

１ 我が国の食料供給の全体像

・ 我が国の国民が最終消費した飲食料費は約８０兆円（平成12年）であるが、８割程度が加工度を高めた形態で消費されて
いるところである。
・ 食料供給コストの縮減について考える場合、対象とする食料の範囲については、国内農業の供給力強化はもとより、国民
全体の利益を増大させることが重要であることから、生鮮品のみならず、加工食品や外食などを含め、消費者が消費するす
べての食品として捉えることが適当である。
・ その場合、食料供給コストは、
① 労賃、生産資材費、集出荷経費、流通経費などからなる生鮮（加工用原料を含む）段階の経費
② 原料費（食材費、包装材料費など）、加工製造経費、流通経費などからなる加工・製造段階、外食段階の経費
といった生産から消費に至る各段階ごとの事業者の経費として捉えることとなる。

食用農産物等食用農産物等

貨物運賃

436(3%)
単位：10億円

食料以外の資材

2,416(11%)

7,783

511

1,370

2,919

1,180

1,517

345

660
1,426

生鮮品等生鮮品等
15兆790億円

加工食品加工食品
41兆4,660億円

外食外食
23兆7,120億円

最終製品の輸入最終製品の輸入

最終製品の輸入最終製品の輸入

外食向け外食向け

１次加工品の輸入１次加工品の輸入

加工向け加工向け

直接消費向け直接消費向け
小売経費

卸売経費

生鮮農産物等生鮮農産物等

（国内生産）（国内生産）

原料食料原料食料
（国内生産）（国内生産）

原料食料
（輸入）

卸売経費

小売経費

小売経費

食品工業の加工経費

食料以外の資材

飲食費の最終消費額飲食費の最終消費額
8080兆兆2,5702,570億円（億円（100%)100%)

(18.8%)

(29.5%)

(51.7%)

生鮮農産物等
（輸入）

7,783(52%)

3,080(20%)

2,409(16%)

1,370(9%)

10,558(26%)

7,392(18%)

8,666(21%)

4,708(11%)

3,955(10%)

4,765(11%)

1,422(3%)貨物運賃

貨物運賃

卸売経費

外食産業の
販売経費

9,939(43%)

1,591(7%)

4, 483(20%)

686(3%)

3,498(15%)

注：「海外での飲食等」(808)を除いてある。

生鮮品の輸入生鮮品の輸入

3兆2,100億円

国内生産国内生産

12兆1,290億円

原料食料原料食料
（国内生産）（国内生産）

２



② 代表品目から見た価格構造

・ 食料供給コストの縮減は、
① 生産者等の供給サイドにとっては、コスト縮減への取組により、販売価格の引き下げによる輸入品等との価格競争力の
強化、あるいは、消費者ニーズに対応した付加価値向上のための経営への投資など、様々な経営展開を図ることが可能
となる
② また、消費者にとっては、最終的には、小売価格の低下による利益を享受しうる、あるいは、消費者ニーズに対応した付
加価値の高い商品の提供が受けられる
等の効果が期待される。

２ 食料供給コストの縮減の効果

３

（例）生産経費、流通経費のコスト縮減による効果

【新たな経営展開】

販売価格の引き下げによる
輸入品等との価格競争力の
強化

消費者ニーズに対応した付
加価値向上のための経営へ
の投資

消費者ニーズに対応した付
加価値の高い商品の提供

小売価格
の低下

流通経費

小売
仲卸
卸売
集出荷等

生産経費

労賃
生産資材費
等

コスト
縮減

流通経費

小売
仲卸
卸売
集出荷等

コスト
縮減

生産経費

労賃
生産資材費
等

生
産
者
受
取
価
格

小
売
価
格

消費者の
利益増大

流通業者の
利潤増大

農家の
利潤増大



・ 個別品目ごとの生産・流通段階別の価格構造についてみると、生鮮品については生産者の労働費、物財費、集出荷経費、
卸小売経費等から、加工食品については、原料費、加工費、卸小売経費等からそれぞれ構成されている。
・ また、各段階の構成割合については、個別品目ごとの生産流通構造が異なっていることから、多様性に富んでいる。
・ そのほか、食料品の価格形成にかかる要因としては、地価やエネルギー価格等の要因も影響している。

４

＜果実飲料 （みかん果汁）＞

加工代加工代

（19％）

小売経費小売経費等等
（26％）

人件費、運賃 等

卸卸売売経費経費等等
（16％）

缶代（アル缶代（アルミミ））

(17％）

みかんみかん代代 (6％）

工場経費工場経費等等
（52％）

運賃、広告費 等

人件費、燃料
代、修繕費等

卸売会社手数料
人件費 等

資料：＜米＞家計調査、コメ価格形成センター入札価格、米の生産費、米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査を基に推計（平成16年）
＜青果物（キャベツ）＞農林水産省「平成16年食品流通段階別価格形成調査」を基に推計
＜果実飲料（みかん果汁）＞果樹花き課調べ（平成17年 事例調査）

注：「等」には利潤（又は損失）が含まれる。

＜米＞

生産経費等生産経費等

集出荷経費集出荷経費等等

(16％）

（64％）

（9％）

卸売経費等卸売経費等

小売経費等小売経費等

(11％）

農機具、農機具、肥料肥料
賃借料賃借料
共用施設等利用共用施設等利用
料金料金 等等

物財物財費費

労賃労賃

販売対策費販売対策費
系統手数料系統手数料 等等

人件費、運賃人件費、運賃 等等

人件費、運賃人件費、運賃 等等

3737円円(27(27％）％）
農業所得農業所得

＜青果物（キャベツ）＞

小売経費等小売経費等

（20％）

卸卸売売経費等経費等 (6％）

集出荷経費集出荷経費等等

(21％）

（47％）

物財物財費費
農機具、農機具、肥料肥料
農薬費農薬費 等等

労賃労賃

人件費、運賃人件費、運賃 等等

包装・荷造材料費包装・荷造材料費
出荷運送料出荷運送料 等等

仲仲卸経費等卸経費等 (7％）
人件費人件費 等等

小売価格
3,481円/10kg

卸売価格
3,095円/10kg

コメ価格形成
センター入札価格
2,782円/10kg

仲卸価格

85円/kg

工場出荷
価格

67円/350ml

卸売価格

78円/kg
集出荷団体
販売額

72円/kg

生産者
受取価格

50円/kg

小売納入
価格

85円/350ml

生産経費等生産経費等

生産者
受取価格

2,238円/10kg

小売価格

106円/kg
小売価格

115円/350ml

原材料
仕入価格

7円/350ml

食料品の流れ 生産
輸入

流通・加工 消費

価格を形成
する諸要因

価格を形成
する要因の
背景

経済全体に
共通する要因

生産資材費・労
賃等生産コスト

流通・加工
コスト等

消費者の
購買行動・志向

急崚な地形等国土条件制約

多頻度最寄り買い、鮮度への
こだわり等への対応を背景とし
た生産・流通・加工段階への負担

人件費、地価、エネルギー価格、為替レート等

資料：農林水産省「平成７年度農業の動向に関する年次報告」

○ 食料品の価格形成にかかる諸要因○ 個別品目ごとの生産・流通段階別の価格構造

人件費人件費 等等



生鮮品等生鮮品等

３ 「食料供給コスト」の検討対象についての基本的考え方

５

加工食品加工食品

生鮮（加工用原料を含む）段階までの供給
コストを対象に検証

① 労賃や生産資材費などの生産段階の経費

② 包装・荷造材料費などの集出荷段階の経費
③ 人件費、運賃などの流通段階の経費

当面検討するコストの範囲

食用農産物等食用農産物等

農協
経済事業

農
業
生
産
資
材
費

加工食品

外 食
輸入輸入((最終製品最終製品))

輸入輸入((最終製品最終製品))

外食向け外食向け

輸入輸入((１次加工品１次加工品))

加工向け加工向け

直接消費向け直接消費向け 生鮮品等

国内生産国内生産

生鮮品の輸入生鮮品の輸入

（注１）青色部分が重点
的に検討する範囲

流通経費

食料供給コストのうち、燃料費や輸送コスト等政府全体として取り組む必要がある課題については、関係府省等との連携
や構造改革に係る論議の際における提言等を進めていくことが必要である。
このため、本委員会においては、当省の施策によって対応可能な分野に関し、コスト縮減に向けた取組等についての検証
を行うこととする。
具体的には、まず、農政の推進上、喫緊の課題となっている生鮮（加工用原料も含む）段階までの供給コストに関し、コスト
縮減に向けた具体的な取組等について重点的に検証を行うこととし、加工・製造段階、外食段階に関しても、順次、コスト縮
減に向けた多様な取組等について総合的に検証を行うこととする。

（注２）加工・製造段階、外食段階については、コスト縮減に
向けた多様な取組等について、順次、総合的に検証を行う。



４ 生鮮段階におけるコスト縮減に向けた取組の対応方向

・ 生鮮段階における食料供給コストの縮減に向けた具体的な取組については以下のとおり。
① 生産経費については、低廉な生産資材の供給と効率利用の推進、担い手による農地利用の集積や集落営農の組織化
・法人化による生産の効率化、規模拡大による効率化・技術開発による省力化等
② 流通経費については、卸売市場の再編・合理化や商物分離取引の促進による最適物流の実現、電子タグや通い容器
等を活用した物流効率化、地産地消の取組や消費者への直接販売等による多様な流通経路形成の推進等

③ また、①、②のうち、集出荷や生産資材等の経費縮減については、各種交付金による集出荷貯蔵施設の整備等のほか、
併せて農協の経済事業改革の推進

により、「５年で２割縮減」するという意欲的な取組目標の実現を目指すこととする。
・ なお、生産経費に係る取組のうち、担い手への農地利用の集積、規模拡大による効率化、技術開発による省力化等に係
る具体的な取組については、食料・農業・農村基本計画、21世紀新農政2006等に基づき推進しているところであり、これら
の取組のあり方等についての検討も別途行っているところである（これらの取組による経費の縮減については、食料供給
コストの縮減の一部としてカウントすることとする）。

生産経費生産経費

集出荷経費集出荷経費

卸売経費卸売経費

小売経費小売経費

農機具、農機具、肥料肥料、賃借料、賃借料
共用施設等利用料金共用施設等利用料金 等等

物財物財費費

労賃労賃

販売対策費販売対策費

系統手数料系統手数料 等等

農産物のコスト構造

人件費、運賃人件費、運賃 等等

（人件費、運賃（人件費、運賃 等等））

低廉な生産資材の供給
と効率利用の推進

低廉な生産資材の供給低廉な生産資材の供給
と効率利用の推進と効率利用の推進

物流コスト改革物流コスト物流コスト改革改革

全農改革の徹底全農改革の徹底全農改革の徹底

規模拡大による効率化・
技術開発による省力化

規模拡大による効率化・規模拡大による効率化・
技術開発による省力化技術開発による省力化

Ⅱ．国内農業の体質強化
１．担い手の育成･確保と新規参入の促進
意欲と能力のある担い手に限定した品目横断的な経営安定対策の19

年産からの導入に向け、女性を含めた担い手の育成･確保を加速化する。
（略）
また、予算･金融･税制等の各種施策につき、担い手への更なる集中化･
重点化を推進することとし、特に、公共事業を含む各種事業の採択等にお
いて、品目横断的な経営安定対策の対象となり得る担い手確保の取組を
要件化することを検討する。さらに、生産基盤整備においても施策の重点
化を進めるとともに、担い手への農地の利用集積を推進する。
農業経営への女性の一層の参画及び経営者としての適正な評価を促進
するほか、意欲的な企業や若者の農外からの新規参入を促進する。（略）
なお、22年度に農政改革の成果の包括的点検を実施する。

21世紀新農政 2006（抄）
平成１８年４月４日
食料・農業・農村政策

推進本部決定

６



0

50

100

150

200

250

～
0.
5

0.
5～
1.0

1.
0～
2.0

2.
0～
3.0

3.
0～
5.0

5.
0～
10
.0

10
.0
～
15
.0

15
.0
～

全算入生産費

うち農機具費

うち肥料費

うち農薬費

（千円/10a）

205千円

103千円

16hr/10a

49hr/10a
労働時間

作付規模(ha)

・ 産地段階における生産コストについては、生産資材費等の物財費及び労働費等で構成されており、生産コストを削減するためには、例えば
米の場合、担い手の育成と相まった規模拡大、生産基盤の整備及び新技術の導入等と併せて生産資材費の低減を推進していくことが重要。
・ 一方、野菜（キャベツ）の場合、労働費の割合が大きく、労働時間のうち収穫・調製・出荷作業に係る割合が５割を占めていることから、機械化
や規格の簡素化等を進めることが重要。
・ 生産資材費の中で、肥料、農薬、農業機械費は、各作物に共通し、生産経営費に占める割合も比較的に高い。

○水稲の作付規模別生産コスト

資料：農林水産省「米生産費調査(平成16年産)」

野菜（キャベツ）野菜（キャベツ）

○米と野菜（キャベツ）の生産経費の構成

資料：農林水産省「平成16年
産品目別経営収支（野菜、果
樹、花き、豆類等）」

米米

148千円/10a

資料：農林水産省「米生産費調査
（平成16年産）」

資料：農林水産省「平成16年産品目別経営収支（野菜、果樹、花き、豆類等）」

○野菜（キャベツ）の生産における作業別労働時間の構成

・育苗･田植作業の省略によ
る春作業の軽減
・生育ステージのずれによる
収穫作業等秋作業の分散

省力化による一層の
規模拡大

水稲直播栽培導入の効果

○水稲の直播技術導入による省力化

資料：農林水産省調べ

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

少
←
労
働
時
間
→
多

育苗・移植作業の軽減

移植のみ 移植＋直播

収穫作業の分散

148千円（52％）

肥料費(5%)

農薬費(12%)

282千円/10a
物財費ほか

労働費

労働時間
93hr/10a

134千円（48％）

物財費ほか

103千円（69％）

農薬費(5%)

農機具費(17%)

賃借料･料金(9%)

労働費

労働時間
31hr/10a

45千円（31％）

農機具費(11%)

種苗費(5%)

肥料費(11%)

１ 生産資材費等生産経費

Ⅲ 食料供給コスト縮減に向けた取組と課題

７
調製

(3%)

育苗(7%)

その他

(14%)

出荷

(20%)

薬剤散布(6%)

施肥(6%)

は種・定植(15%)

収穫

(29%)

93
hr/10a



51,489(100) 46,863(91)

27,037(100)
14,059(52)

46,749(100)

28,367(61)

0

50,000

100,000

150,000

販売農家平均 組織経営体平均

(円/10a)

労働費

うち農機具費

125,275(100)

89,289(71)

組織経営体の農機具1台当たり

の稼働面積は販売農家平均に

比べて５～８倍である。

物財費

組織経営体の農機具費は販売農

家平均に比べて５割程度である。

1.1(1)

7.2(4.8)

1.3(1)

10.1(6.8)

1.7(1)

7.9(7.9)

0

4

8

12
(ha/台)

田植機

乗用型トラクタ

コンバイン

従来品と
の価格差 １２年 １６年

①輸入高度化成肥料
　　化学的操作により窒素・りん酸・カリの成分合

　計含有量が30％以上となるように製造された肥料

　で、ヨルダン等から輸入されたもの

②ＢＢ肥料
（窒素・りん酸・カリの単肥を単純に混同した肥料）

③軽量除草剤の大型包装品
　　補助成分の改良により軽量化した除草剤(1kg

　粒剤）の包装単位を大型化したもの

④低コスト支援農機
（基本性能を確保しつつ、従来機に比べ１割程度安価な農業機械） 62

普及率（％）

23 36

40 48

低廉な資材の例

最大▲25%

▲10～15%

▲5～８%

▲10～20%

41 54

56

・ これら主要生産資材費を低減させるため、平成8年から、資材の製造、流通及び利用の各段階で「農業生産資材費低減のための行動計画」を策
定し、これに基づく輸入高度化成肥料、大型包装農薬、低コスト支援農機等低廉な資材の供給や効率利用等の取組を推進。
・ 主要生産資材の価格は、農薬、農業機械については低下傾向で推移。肥料については海外における原油等原料市況や海上運賃の高騰等の
影響もあって17年は上昇。
・ 資材の効率利用については、側条施肥等効率的な施肥技術の普及、発生予察情報の活用による合理的な農薬利用の促進が重要。農業機械
では、機械の価格や作業能力に対して稼働面積が小さく償却費が大きくなっているために、規模拡大や集落営農を通じた余剰農機の整理と共同
利用の推進により稼働面積を拡大することが最重要課題。

103.2

100.6

96.1

100.8

97.4

100.3

80

90

100

110

120

10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

肥料

農機具

農薬

○農業生産資材の価格指数の推移（12年＝100）

資料：農林水産省「農業物価統計」

○ 低価格資材の普及動向

注１：①、②及び④は農協系統、③は農薬工業会の取組である。
２：普及率は、①はヨルダンからの輸入肥料の割合、②はBB肥料及び高
度化成肥料の生産量に占める割合、③は北海道での販売割合、④はト
ラクタ・田植機・コンバインの販売割合である。

○組織経営体と販売農家との農機具の1台当たりの稼働面積及び農
機具費の比較(15年産米)

資料：農林水産省「米生産費調査」、「農業組織経営体経営調査」

〈平均1.0ha〉 〈平均22ha〉

８

（注）
側条施肥：水稲などで播種又は移植と同時に施肥を行い、かつ植物が利用しやすい位置に肥料を集中的に投
入れることで、施肥の省力化と施肥量を削減する技術
発生予察情報：病害虫の発生状況をトラップ調査等により調査・整理することで、該当病害虫に対する防除適
期がわかるようにした情報



・ 肥料、農薬及び農業機械の供給については、農協系統と商系の両ルートにより流通が行われており、農協系統が過半を占めている状況（農
家段階の農協系統のシェア（金額ベース）は、化学肥料９０％、農薬６０％、農業機械５５％）。
・ 農協系統においては、全農が経済事業改革の一環として生産資材コスト低減のためのチャレンジプランを策定（平成17年12月）し、これを基
に農業生産資材費低減のための行動を展開する方針。

70% 30% 34% 60% 15% 61%

6% 24%

70% 5% 25% 34% 15%

20% 40% 16% 45%

75% 15% 10% 40% 39%

90% 10% 60% 40% 55% 45%

卸全農県本部、経済連

全　農

単　協

○化学肥料の流通経路（平成14年度）

メーカー、輸入業者

農　家

元　売

小　売

全農県本部、経済連

○農薬の流通経路（平成14年度）

メーカー

全　農 卸

単　協 小　売

○農業機械の流通経路（平成14年度）

メーカー、輸入業者

全　農 小売（卸）

単　協

農　家

小　売

農　家

全農県本部、経済連

資料：農林水産省調べ

９



・ 食品流通は、食料の生産から消費までの段階において食品の品質と安全性を保ちつつ、安定的かつ効率的に消費者に
供給するとともに、消費者ニーズを生産者に伝達する役割を担っている。
・ 生鮮品は、卸売市場を経由する流通が主流であるが、近年、消費者ニーズ等に対応する形で産地直売等の流通形態の
多様化も多く見られるようになっている。

○ 生鮮品の主要な流通経路

10
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宅配便など

生産者直売 青空市場 各種直売所

個人出荷

輸入

各地卸売市場

仲
卸
仲
卸

卸
売
業
者

資料：食品流通段階別価格形成追跡調査報告（平成１４年青果物調査及び水産物調査）
注：事例調査 （ ）内は事例数

５段階

４段階

産直

生産者
小売店舗

又は食材卸問屋
仲卸業者集出荷団体

卸売市場の
卸売業者

生産者
小売店舗

又は食材卸問屋
集出荷団体

卸売市場の
卸売業者

生産者
小売店舗

又は食材卸問屋
集出荷団体

0
200

400
600

800
1000

1200
1400

1600
1800

東京５段階

（９）

東京４段階

（４）

東京産直

（１）

生産者受取価格 集出荷・卸売経費 仲卸経費 小売経費

○ 産地直売と市場経由の流通コストの比較（事例）
（円／10㎏）

２ 流通経費
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（１）

東京産直

（１）

生産者受取価格 集出荷・卸売経費 仲卸経費 小売経費

流通経路

（ブロッコリー）

（だいこん）

（円／10㎏）

○ 食品流通の役割

人
場所
時間
認識

生産と消費
の隔たり

① 人の隔たりを橋渡しする機能として、商取引機能
② 場所の隔たりを橋渡しする機能として、輸送機能
③ 時間の隔たりを橋渡しする機能として、保管機能
④ 認識の隔たりを橋渡しする機能として、情報機能

主要な流通機能



0 2 0 0 4 0 0 6 0 0 8 0 0 1 , 0 0 0 1 , 2 0 0 1 , 4 0 0 1 , 6 0 0 1 , 8 0 0

卸売業平均

衣服・身の回り品卸売業

農畜産物・水産物卸売業

食料・飲料卸売業

　　化学製品卸売業

　　鉱物・金属材料卸売業

小売業平均

織物・衣服・身の回り品小売業

飲食料品小売業

　　自動車・自転車小売業

　　燃料小売業

・ 生鮮食品の価格は、卸売市場において需給を反映した価格形成が行われ、小売価格もほぼこれに連動して変動している。
また、流通経費の割合は、他産業と比較してもほぼ同程度となっている。
・ 生鮮食料品は単価が安く、食品小売業、食品卸売業の労働生産性を見ると、小売業や卸売業の業界平均を下回っており、
労働集約的な物流作業の改善が課題である。
･ 生鮮品の６～７割程度は卸売市場を経由して流通されており、流通上不可欠な結節点としての役割を果たしているが、市
場経由率は減少傾向にあり、経営の強化が課題である。
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資料：総務省「小売物価統計」調査（東京区部）、東京都中央卸売市場「市場統計情報」

○卸売価格と小売価格の推移（キャベツ）
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生産者価格 卸売マージン 小売マージン 運賃

○品目別の産業及び家計による購入価格（輸入を含む）における
流通経費の割合

（％）

野菜 柑橘 菓子類 農産びん
・缶詰

めん類 織物製
衣服

石けん
合成洗剤

化粧品
歯磨

日用
陶磁器

ﾗｼﾞｵ・ﾃﾚ
ﾋﾞ受信機

民生用
ｴｱｺﾝﾃﾞｨ
ｼｮﾅｰ

資料：平成１２年産業連関表
注１：「産業連関表」の需要合計（輸入を含む）の内訳である。
注２：国産の野菜や柑橘の場合は、生産者が負担している集出荷経費は生産者価格に含まれている。

○他産業との比較（労働生産性）

（万円）
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20
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40

50

60

70

80

90

３ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５

青果

（野菜）

（果実）

水産物

食肉

花き

（％）

年度

資料：農林水産省総合食料局流通課調べ
注：青果は、野菜及び果実の合計である。

○卸売市場経由率の推移

11

資料：経済産業省「平成１７年企業活動基本調査」
注：労働生産性＝付加価値÷常用従業者数
付加価値とは、営業利益＋給与総額＋租税公課＋減価償却費＋賃借料



流
通
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野
に
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け
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の
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減

○ 電子タグの活用による食品流通の効率化
○ 通い容器の普及や低廉な輸送手段の活用による食品
流通のコスト削減

○ 物流拠点の再編や配送の共同化による流通の効率化
○ 交通インフラの整備等総合物流施策大綱の積極的な
推進

○ 農産物価格に影響を及ぼしている運送コスト等の低減
に向けた府省間連携

○○ 電子タグの活用による食品流通の効率化電子タグの活用による食品流通の効率化
○○ 通い容器の普及や低廉な輸送手段の活用による食品通い容器の普及や低廉な輸送手段の活用による食品
流通のコスト削減流通のコスト削減

○○ 物流拠点の再編物流拠点の再編や配送の共同化や配送の共同化による流通の効率化による流通の効率化
○○ 交通インフラの整備等総合物流施策大綱の積極的な交通インフラの整備等総合物流施策大綱の積極的な
推進推進

○○ 農産物価格に影響を及ぼしている運送コスト等の低減
に向けた府省間連携

物流の効率化物流の効率化物流の効率化

○ 卸売市場の再編・合理化
○ 商物分離による最適物流の促進
○ 卸売手数料の弾力化
○ 取引の拡大を通じた効率化の促進
○ 卸売市場経営への民間活力の導入

○○ 卸売市場の再編・合理化卸売市場の再編・合理化
○○ 商物分離による最適物流の促進商物分離による最適物流の促進
○○ 卸売手数料の弾力化卸売手数料の弾力化
○○ 取引の拡大を通じた効率化の促進取引の拡大を通じた効率化の促進
○○ 卸売市場経営への民間活力の導入卸売市場経営への民間活力の導入

卸売市場改革の推進卸売市場改革の推進卸売市場改革の推進

取組の方向性取組の方向性取組の方向性

○ 地産地消や農業者の直接販売の拡大
○ 食農連携の強化

○○ 地産地消や農業者の直接販売の拡大地産地消や農業者の直接販売の拡大
○○ 食農連携の強化食農連携の強化

多様な流通チャネルの形成多様な流通チャネルの形成多様な流通チャネルの形成

食品流通をめぐる課題食品流通をめぐる課題食品流通をめぐる課題

① 取引や物流過程における情報化の進
展が必要

② 低コストで環境に優しい長距離輸送へ
の転換が必要

③ 分散する物流拠点や輻輳する配送網
の集約化が必要

労働集約的な物流
体系

① 産地の大型化による中小卸売市場の
集荷量の低下と転送依存の増大

② 商物一致規制の緩和等を活用したダイ
レクト物流の進展が必要

③ 生鮮需要の低迷と価格下落による中
間流通業者の収益状況の構造的悪化

旧態依然とした市場
流通

12

・ 食品流通をめぐる様々な課題に対応するため、物流の効率化や卸売市場改革の推進などにより流通コストそのものの縮
減を図るとともに、多様な流通チャネルの形成により流通コストの節減を図ることが必要である。



4.9

6.8

37.1

41.2

45.3

62.2

0 10 20 30 40 50 60 70

量

手間の少なさ

値段

美味しさ

健康・栄養バランス・カロリー

安心・安全

％

・ 消費者の購買行動、志向等の需要構造は、供給構造を左右し、食料品価格を決定する大きな要因である。例えば、鮮度
へのこだわりは、深夜・早朝の加工場の操業や流通段階での多頻度小口配送等を増加させ、供給コストの上昇要因となると
考えられる。

・ 最近の消費者の購買行動を見ると、20～30歳代を中心に、週に１回のみ買い物に行く人の割合が増える一方、幅広い世
代でコンビニエンスストアの利用頻度が高くなっている。
このような、スーパーでの一括購入とコンビニエンスストアにおける弁当等の当用買いの併用といった購買行動の変化に
よって、多様な商品作りと多頻度小口配送への対応が要求されている。

○ 食品を購入するときに重視すること

資料：農林漁業金融公庫「景気低迷下における食料品の
購買行動に関するアンケート調査」（平成１４年２月）

注：２つまでの複数回答
○ コンビニエンスストアの利用頻度

資料：インフォプラント
（株） 「コンビニエン

スストアに関する調
査」 （全国の ｉモー

ドユーザーを対象
にした調査）

○ 週に1回だけ食品の買い物に行く人の割合

資料： 味の素（株）「2003年 AMC調査」（17年1月公表）。

資料：総務省「全国消費実態調査」
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３ 消費者の購買行動・志向等の影響
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農業生産及び食料産業等をめぐる現状

参考



・ 我が国の農業は農家が経営の基本的な単位となっており、農業所得を主とする主業農家と、圧倒的多数を占める小規模
な自給的・副業的農家によって構成されている。農家戸数は一貫して減少しており、農業従事者の減少と高齢化が進展して
いる。一方で、近年の雇用情勢や自然志向の高まりなどを背景に、新規就農者は増加傾向にある。
・ 農家一戸当たりの平均経営規模は年々拡大が進展しているが、稲作等の土地利用型農業においては、規模拡大のテン
ポは緩やかで、北海道を除くと、依然として規模の小さい経営が多い。

１ 農業生産の動向

資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」

○農家：経営耕地面積が10a以上又は農産物販売金額が15万円以上の世帯。
○販売農家：経営耕地面積が30a以上又は農産物販売金額が50万円以上の農家。
○主業農家：農業所得が主で、65歳未満の農業従事60日以上の世帯員がいる農家。
○準主業農家：農外所得が主で、65歳未満の農業従事60日以上の世帯員がいる農家。
○副業的農家：65歳未満の農業従事60日以上の世帯員がいない農家。
○自給的農家：経営耕地面積が30a未満で、かつ農産物販売金額が50万円未満の農家。

資料：農林水産省「農業構造動態調査」
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○ 担い手の状況

○ 新規就農者等の推移

○ 農家一戸当たりの平均経営規模の推移

資料：農林水産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」
注 ：平成16年は、販売農家の数値である。

Ⅰ 農業生産の動向等

昭和35

(A)

50 16

(B)
(B/A)

経営耕地(ha)

北海道 3.54 6.76 17.46 4.9
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年

1



＜参考＞ 担い手の育成・確保と新規参入の促進

・今後、農業部門だけでなく、建設・運輸・観光など多種多様な産業の連携に
よる取組を拡大

・フリーター等を対象とした雇用就農促進のための研修・就業体験への支援
－農外からの新規参入促進－－農外からの新規参入促進－

・改正農業経営基盤強化促進法（平成17年9月施行）により、一般の株式会社等
農業生産法人以外の法人の農業参入を全国的に推進

参
入
企
業

数

農
業
構
造
改
革
の
加
速
化

国
内
農
業
の
体
質
強
化

・でんぷん・練り製品製造業者が、自ら加工原料のさつま
いも等の生産を開始。当初の2.3ｈａから順調に規模拡
大し、現在では10haを経営

（事例）企業が遊休農地を借り入れて順調
に規模拡大

１社で東京ドーム
２個分の遊休農地
解消

新規就農者（39歳以下）→毎年12,000人程度確保

意欲と能力のある
担い手に施策を集中

全農家対象の価格対策を転換し、意欲と能力のある担い手に限定した新た
な経営安定対策（品目横断的経営安定対策）を19年産から導入

（17年度）
総農家：284万戸

認定農業者 約19万
集落営農 約1万

（27年）
効率的かつ安定的な家族農業経営

33～37万
効率的かつ安定的な集落営農経営

2～4万

行政と農業団体が連携して、担い手の育成・確保を推進

予算・金融・税制等の各種施策について、担い手への更なる
集中化・重点化を推進

・特に、公共事業を含む各種事業の採択等において、品目横断的経営安定対策
の対象となり得る担い手確保の取組を要件化することを検討

－担い手の育成－担い手の育成･･確保－確保－

全農家を対象とした
一律の施策

・改正農業経営基盤強化促進法（平成17年9
月施行）等に基づく取組や、農地情報の集
積・公開、生産基盤の整備などの施策によ
り担い手への農地の利用集積を推進

－農地の利用集積－－農地の利用集積－

(17年) (27年)

農地面積：471万ha 農地面積：450万ha

認定農業者等への
利用集積面積

効率的かつ安定的な
農業経営の経営面積

約5割
7～8割

16年10月 18年3月 23年3月

３倍増

倍増

71 156

500

２ 担い手の育成と新規参入の促進

２



○ 今後１０年間に定着が見込まれる技術体系（例：水稲いも
ち病抵抗性品種、超低コストハウス、フリーストール・ミルキン
グパーラー等）の導入、単収向上の見通しを前提として試算

○ 労働時間の上限を2000時間とし、上記の技術の導入を前
提として、耕作・飼養可能な面積・頭数を算出

○ 上記の面積・頭数、単収見直しと、直近の農作物価格を前
提に、粗収益を算出

○ 他方、上記の面積・頭数と、直近の資材価格・労賃を前提
に経営費を算出

○ 上記の粗収益から経営費を差し引き、主たる従事者の所
得を算出

○ 旧展望（平成１２年作成）と同様の35類型について試算。
ただし、米政策改革において一定の集落営農を担い手として
位置付けたこと等を踏まえ、経営形態として「集落営農経営」
を明確に位置付け。

7割程度10ａ当たり費用合計

5割程度10ａ当たり労働時間

現状程度～１割増

（水稲） （麦・大豆）

10ａ当たり収量

（全国田作平均との対比）生産性

700万円主たる従事者１人当たり
所得

1,500時間主たる従事者１人当たり
労働時間

1,300万円経営費

2,000万円粗収益

１６ｈａ 水稲 11ha
麦 5ｈａ
大豆 5ｈａ

経営規模

水稲いもち病抵抗性品種、麦
早生多収品種、大豆狭畦栽培

導入を見込んだ

技術体系

水稲単作 麦・大豆２毛作作付体系

家族経営経営形態

水田作営農類型

「農業経営の展望」（抄）

上記を含め35類型を作成。

「農業経営の展望」は、平成「農業経営の展望」は、平成1717年３月の食料・農業・農村基本計画の見直しに当たって、年３月の食料・農業・農村基本計画の見直しに当たって、1010
年程度後を目標として、今後の新品種・新技術の開発、農地の利用集積等の成果を反映年程度後を目標として、今後の新品種・新技術の開発、農地の利用集積等の成果を反映
した「効率的かつ安定的な農業経営」の具体的な姿を例示的に示したもの。した「効率的かつ安定的な農業経営」の具体的な姿を例示的に示したもの。

３ 「農業経営の展望」

３

平成17年３月25日
農林水産省省議決定

（注）
超低コストハウス：薄くて軽く耐久性がある「薄板軽量形鋼」や無溶接組立といった他産業で利用されている新
技術を応用した園芸用ハウス。設置コストを従来の鉄骨ハウスの１／２程度に低減することが可能となっている。
フリーストール：放し飼い牛舎で、列状に配置した牛床（ストール）に牛が自由に横臥できる方式で、牛が自由に
行動できるため、子牛の発育管理に役立つとともに、早くから集団管理に慣らすことができる。
ミルキングパーラー：放し飼い方式で飼養される乳牛を搾乳するための部屋のこと。牛をパーラーに移動させて
搾乳するため、省力化の効果が大きい。
大豆狭畦栽培：大豆の畝間を通常の半分程度(30cm)に狭め密植する栽培技術で、播種を通常よりも遅らせる
ことができ、作業分散が可能となる。
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原材料費 燃料費 購入電力費 生産委託費

・ 化学肥料、農薬、農業機械各々の製造業における生産額に占める原材料使用額等の割合は、５割から７割弱となっている。

・ 原材料使用額等に係る原油や鋼材等の価格は近年高騰しており、平成１２年を１００とした平成１８年３月の価格指数は、
例えば国産ナフサ価格で２０４、普通鋼鋼材価格で１４０、燐鉱石価格で１３９となっている。

４ 農業生産資材産業をめぐる動向

○農業生産資材製造業における生産額に占める
原材料使用額等の割合

（％）

資料：経済産業省「平成16年工業統計表（産業編)」
注：１）従業者30人以上の事業所に関する統計。
２）原材料使用額等とは、原材料使用額、燃料使用額、購入電力使用額、
委託生産費の合計。

51 57

66

資料：日本銀行「企業物価統計」、「卸売物価統計」、財務省「貿易月表」、石油
連盟「石油資料月報」、農林水産省「農業物価統計」

○農業生産資材の原材料等（原油、ナフサ、鋼材、燐鉱石）に係る
価格と農業生産資材価格の推移

４

（注）
ナフサ：原油の生成過程でできるもので、プラスチック、化学繊維、アンモニア等の製造原料。アンモニアに化学的
処理を加えて窒素質肥料ができる。
普通鋼鋼材：２％程度の炭素を含んだ鉄で、H形鋼、棒鋼、鋼板等があり、機械や構造物の部材となる。（なお、炭
素の含有量を更に高めたものや炭素以外の元素を加えた鉄を普通鋼に対し特殊鋼という。）
燐鉱石：鉱石から不純物を除去し、化学的処理を加えてりん酸質肥料ができる。
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農・漁業 食品製造業 外食産業 食品関連流通業

・ 食料産業（農業＋食品産業等）は全産業の国内生産額の１割、就業者総数の２割を占める。その中で、食品産業は、食料
の加工・流通、外食等のサービスを提供することを通じ、国民への食料の安定供給や食生活の多様化・高度化を支えている。

（単位：万人、％）

食品産業 農水産業 就業者総数
食品製造業 食品流通業 外食産業

800 139 382 279 313 6,303

(12 .7 ) (2.2) (6.1) (4.4) (5.0) (100.0)

（資料）総務省「国勢調査」（平成１２年）
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千円

昭和 平成

 ２年

28.8%28.２%26.1%24.1%21.3%19.4%15.6%13.4%10.2%
調理食品
＋外食

その他
食料

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」

資料：総務省「家計調査」

注：2人以上の非農林漁家世帯の年間の支出金額

（万人）

232
346

650

867
958

1,030 1,024
972

920

○ 食料産業の国内生産額

○ 食料支出に占める外食・調理食品の支出の推移

○ 食料産業の就業者数

５

Ⅱ 食品産業の動向等

１ 食品産業の役割

48.4

69.7

84.2

94.5
105.3 98.4 96.8
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他に分類されない食料品製造業 冷凍調理食品製造業 そう（惣）菜製造業

昭和60年（1985年）

平成15年（2003年）

・ 我が国の食品製造業は、平成１５年において事業所数は５．８万ヶ所で製造業全体の１１．４％、従業者数は１２５万人で
同１４．５％、製造品出荷額は２９．６兆円で同１０．７％を占めている。
・ 食品製造業の１８年間（昭和６０（１９８５）年から平成１５（２００３）年）の業種構造変化は、高加工度食品、調理簡便化食品
等の業種の伸びが高くなっており、食の外部化・サービス化傾向を裏付けている。
・ また、消費者・実需者ニーズに対応して、食品の高付加価値化や簡便化が求められており、コスト高となっている傾向にあ
るが、製造コストの低減のため、省力化技術の開発・導入（食品加工工程の自動化、膜利用による省エネルギー濃縮技術
等）が図られている。

６

○ 食品製造業の業種別製造品出荷額の推移

昭和50年 昭和60年 平成7年 平成15年（全事業所）
(1975) (1985) (1995) (2003)

87,315 79,236 67,914 57,505事 業 所 数

(11.9) (10.6) (10.4) (11.4)(ヶ所、％)

1,152 1,184 1,284 1,253従 業 者 数

(10.2) (10.3) (11.8) (14.5)(千人、％)

140,023 264,350 316,258 295,596製造品出荷額等

(11.0) (9.8) (10.2) (10.7)(億円、％)

資料：経済産業省「工業統計表」(平成１５年）

注：（ ）内は製造業全体に対する割合。

○ 食品製造業の構造変化（全事業所）

資料：経済産業省「工業統計表」（平成１５年）
注：他に分類されない食品製造業：弁当製造業、サンドイッチ製造業、調理パン製造業、
レトルト食品製造業、こんにゃく製造業、納豆製造業

対昭和60年比
（222％）

（196％） （267％）

食品製造業全体の
対昭和６０年比は
１１１．８％

食品製造業全体の
対昭和６０年比は
１１１．８％

（製造品出荷額（億円））

２ 食品製造業の動向

○ 食品製造業におけるコスト縮減に寄与する技術開発の例

【鶏肉骨付きモモ肉自動脱骨器】
これまで人力に頼っていた複雑な加工工程の自動化により
製造効率が向上
【還元果汁製造における逆浸透濃縮法】
加熱濃縮工程に、 膜分離濃縮技術を導入することにより食
品成分の損失を防ぐとともにエネルギーコストも縮減
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９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

小売業総平均 飲食料品小売業平均

卸売業総平均 飲食料品卸売業平均

・ 我が国の食品卸売業は、近年、小規模、個人経営の業者を中心に減少しているが、平成14年において事業所数が77千
店で全卸売業の20%、年間販売額が74兆円で同18%、従業者数が85万人で同21%を占めている。また、食品小売業は、
平成14年において、事業所数が47万店で全小売業の36%、年間販売額が41兆円で同31%、従業者数が316万人で同
40%を占めている。
・ 店舗数が全体として減少傾向にある中で、食料品スーパー及びコンビニエンスストア等の販売額が増加しており、これら
の業態のシェアが拡大している。食料消費の伸び悩みやライフスタイルの変化に伴う食生活の多様化が進むなかで、食品
小売業における各業態間の競争は激しさを増している。

○ 営業利益率の推移（欠損企業を除く）（％）

資料：中小企業庁「中小企業の経営指標」

○ 参入と廃業の状況（平成８年から平成１３年の変化）

20.7%

30.5% 30.9%

19.8%

29.8%

20.4%

37.4%

13.7%

新 規
廃 業

資料：総務省「事業所・企業統計」（平成１３年）

食料品小売業 衣服等製造業 電気等製造業 出版等産業

新設事業所の割合＝新設事業所数÷平成13年事業所数×100
廃業事業所の割合＝廃業事業所数÷８年事業所数×100 

○ 食品小売業の業態別年間販売額

７

○食品流通業の地位

資料：経済産業省「商業統計表」（平成１４年）に基づき試算

従業者数 販売額
（千人） （兆円）

  卸売業（Ａ） 379.5 4,002.0 413.4

  食品卸売業(B) 76.6 849.4 73.7
生鮮食品卸 31.3 344.3 29.7
加工食品卸 45.3 505.1 44.0

20.2 21.2 17.8

事業所数
（千カ所）

 （Ｂ）／（Ａ）（％）

事業所数 従業者数 販売額
（千カ所） （千人） （兆円）

小売業（Ａ） 1,300.1 7,972.8 135.1
食品小売業(B) 466.6 3160.8 41.2
（Ｂ）／（Ａ）（％） 35.9 39.6 30.5

（小売業）

（卸売業）

資料：経済産業省「商業統計表」（平成１４年）
注１：食料品専門店とは、取扱商品として食料品が９０％以上の小売店
注２：食料品中心店とは、取扱商品として食料品が５０％以上の小売店

３ 食品小売業・卸売業の動向



・ 卸売市場は、現在、中央卸売市場が８４市場、地方卸売市場が１，３０４市場となっている。青果、水産物の６～７割程度が
卸売市場を経由しており、取扱金額は中央卸売市場４．９兆円、地方卸売市場３．７兆円と、生鮮食料品等の流通上不可欠
な結節点としての役割を果たしている。
・ 平成１６年の卸売市場法改正（商物一致規制の緩和、品質管理の高度化等）の成果を活かし、市場機能の強化を図って
いくことが重要。

○ 卸売市場の数、取扱金額、市場関係業者数

市 場 数 取扱金額 卸売業者数 仲卸業者数 売買参加者数

（億円）

中央卸売市場 86(56都市) 48,883 236 5,086 42,653

うち青 果 71(55都市) 21,800 96 1,978 21,031

水産物 53(46都市) 22,735 91 2,889 8,101

食 肉 10(10都市) 2,477 10 91 1,868

花 き 25(20都市) 1,553 31 104 11,304

その他 7( 5都市) 318 10 24 349

地方卸売市場 1,304( 152) 36,794 1,497 2,097 157,886うち公設

資料：農林水産省総合食料局流通課調べ

注１：（中央）市場数：18年3月現在、取扱金額：16年度、卸売業者数：18年3月現在、

他の業者数：17年3月現在

（地方）市場数：16年4月現在、取扱金額：15年度、業者数：16年4月現在

注２：中央卸売市場の総合市場は57、青果物単独市場は14、水産物単独市場は5である。

注３：中央卸売市場の卸売業者数の合計と内訳が一致しないのは、花き市場の卸売業者のうち2社が青果

の卸売業者を兼ねていることによる。

注４：平成18年4月1日に釧路市中央卸売市場及び大分市中央卸売市場が地方卸売市場に転換したことによ

り、平成18年4月現在の市場数は全体で84(54都市)、うち青果で69(53都市)、水産で52(45都市)、花

きで24(19都市) である。また、平成18年4月現在の卸売業者の数は全体で232、うち青果で94、水産

で89、花きで30である。
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○ 中央卸売市場の卸・仲卸売業者の赤字企業割合

生鮮食料品等の流通及び消費上特に重要な都市（人口20万人以上の市等）
及びその周辺の地域における生鮮食料品等の円滑な流通を確保するための中
核的拠点として、農林水産大臣が認可

中央卸売市場以外の卸売市場で、都道府県知事が許可

① 品揃え（商品開発）機能： 多種多様な品目の豊富な品揃え
② 集分荷・物流機能： 大量単品目から少量多品目への迅速・確実な分荷
③ 価格形成機能： 需給を反映した迅速かつ公正な評価による透明性の高
い価格形成

④ 決済機能： 販売代金の迅速・確実な決済
⑤ 情報受発信機能： 需給に係る情報の収集、伝達
⑥ 品質管理機能： 衛生管理技術を活用した施設整備
⑦ 防災機能： 災害時にライフラインとして機能

≪中央卸売市場≫

≪地方卸売市場≫

≪卸売市場の役割≫

資料：農林水産省総合食料局流通課調べ等

８

４ 卸売市場の動向

○卸売市場の数、取引金額、市場関係業者数



○ 外食産業における経営組織別事業所比率等（平成１６年）
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営業給食

料飲主体

集団給食

９１．６％ハンバーガー店

６３．９％一般飲食店

５８．８％飲食店・宿泊業

４０．７％卸・小売業

２２．０％製造業

○ 外食産業の市場規模の推移

○ 外食と中食の市場規模

資料：（財）外食産業総合調査研究センターによる推計
注：カッコ内は平成１３年を１００とした指数である。

資料：（財）外食産業総合調査研究センターによる推計

（１０２）（１０１）（１００）（100）

61,69261,41060,91160,617中食

（９４）（９５）（９５）（９８）（100）

242,781244,763245,684254,484258,545外食

１７年１６年１５年１４年平成１３年

ー

資料：総務省「事業所・企業統計」

資料：総務省「事業所・企業統計」（総務省）

○ 常勤雇用者に占める正社員以外の割合（平成１６年）

（経営組織別比率） （法人の資本金別割合比率）

・ 外食産業の市場規模は、平成１０年以降、前年を下回って推移しており、ピーク時の平成９年からの８年間で約１６％減少
し、平成１７年で約２４兆円と推計される。
・ 外食産業の市場規模が縮小する一方で、中食産業はコンビニエンスストア等の発展などを背景として市場規模を拡大して
きており、平成１６年で約６兆円となっている。
・ 外食産業は、個人経営が約８割を占め、法人経営であっても中小・零細事業者が多く、また、常勤雇用者に占めるパート、
アルバイトの割合が高い。
・ 消費者の食の「安全・安心」に対する関心が高まっており、外食事業者は原材料のトレーサビリティや原産地表示に関する
取組等、新たな対応が求められている。

９

（兆円）
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55.1
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５ 外食産業の動向



・ 農協は、組合員農家の自主的な相互扶助組織であり、農家組合員に対して営農と生活に関わる各種サービスを総合的に
提供している。
・ 農協系統組織は、①農業者が組合員となって各種の事業を行う農協 ②農協を会員とし、その事業活動を補完する連合
会（県連、全国連） ③農協及び連合会を指導する機関である中央会（県中、全中）で構成されている。

○農協系統組織図

都道府県レベル都道府県レベル

注：総合農協数は、全中「ＪＡ合併推進情報」による。
（ ）内は平成１８年６月１日現在

全国レベル全国レベル

組

合

員

総合農協

経済農業協同組合
連合会
（経済連）

全国農業協同組合
中央会(全中）

農林中央金庫

全国共済農業協同
組合連合会（全共連）

（８４５）

（４７）

（９）

（４２）

○農協の主な事業

信用事業

資金の貸付、貯金又は定期積金の受入等

生命共済、火災・建物更生共済、自動車共済等

営農指導、生産物の販売、農業生産資材の供給等

共済事業

全国農業協同組
合連合会(全農）

指導事業等

経済事業

信用事業

共済事業

都道府県農業協同
組合中央会（県中）

営農・経済事業

５ 農協の経済事業について

（１） 農協系統の組織と事業

10

信用農業協同組合
連合会
（信連）

Ⅲ 農協の経済事業について

１ 農協系統の組織と事業



・ 農産物販売・生産資材供給
の事業改革に立ち遅れ
・ 経済事業を行う全国組織で
ある全農に不祥事

組織改革

合併の推進

2,501組合（Ｈ７） → 845組合（Ｈ18.6） ［65％減］

信用事業改革

ＪＡバンクシステムの確立（Ｈ１３法改正）

農林中央金庫によるＪＡの信用事業の指導

銀行・信金と同等の規制

共済事業改革

共済事業：保険業法並み法定化（Ｈ１６法改正）

全共連がＪＡの共済事業に責任を持つ方式に移行

保険会社と同等の規制

経済事業改革

ＪＡグループ全体の経済事業改革

全国農協中央会による基本方針策定（Ｈ１６法改正）

各県ごとに農協系統自ら推進体制を整備し、事業目標ごとに数値目標とスケジュールを策定

・ 営農指導機能強化
・ 消費者接近と農家手取向上のための販売事業見直し
・ 生産資材コストの引下げ、担い手への個別事業対応
・ 物流、農機、ガソリンスタンド、Ａコープ（生活店舗）の収支改善
・競争力強化
・ カントリーエレベータ等の運営改善

全農改革
業務改善命令

H17.10.13

全農の事業推進体制の再構築

全国本部＋36県本部の集合体（現行）→「全国一本化したガバナンス体制の構築」

組織のスリム化

子会社を含めたグループ全体で25千人→20千人（▲20％）【５年後】

組織のスリム化による合理化効果を「担い手」対策に投入（５年で２４０億円）

手数料の検証・見直しや物流構造の合理化

流通コストの削減（米 3,000円→2,000円以内/60㎏）

経営役員数のスリム化 （28人→20人）（員内27人→15人）
「外部の視点」の導入 (１人→５人）
司法関係、公認会計士、消費者団体代表などの員外役員を導入

子会社の再編合理化

抜本的に整理・統合し、再編・合理化（２０３社→９８～１１７社【３年後】）

実施済

11

組合員へのメリット還元
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２ 農協改革について


